
(証券コード 9478)
2020年６月２日

株 主 各 位
東 京 都 新 宿 区 舟 町 ５
SEホールディングス・アンド・
インキュベーションズ株式会社
代表取締役社長 速 水 浩 二

第35回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第35回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席お差支えの場合は、書面又はインターネットにより議決権を行使

することが出来ますので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまし
て、後述のご案内に従って、2020年６月18日(木曜日)の午後６時までに議決権を行
使してくださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 2020年６月19日(金曜日)午前10時
2. 場 所 東京都新宿区西新宿二丁目７番２号

ハイアット リージェンシー 東京 白鳳の間
3. 会議の目的事項

報 告 事 項 1. 第35期(2019年４月１日から2020年３月31日まで)事業報告及
び連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書
類監査結果報告の件

2. 第35期(2019年４月１日から2020年３月31日まで)計算書類報
告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役(監査等委員であるものを除く。)３名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申し上げます。また、議事資料としてこの「招集通知」をご持
参くださいますようお願い申し上げます。
◎連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表は、法令及び当社定款第12条
の規定に基づき、当社ホームページ(http://www.sehi.co.jp/)に掲載しております
ので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。
◎後記の添付書類及び株主総会参考書類に修正すべき事項が生じた場合は、上記の当
社ホームページにてご通知申し上げます。
◎ご出席の株主様向けのお土産のご用意はございません。あらかじめご了承ください。
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議決権行使方法のご案内

■ 当日ご出席いただける場合

6頁以降の株主総会参考書類をご検討いただき、以下、いずれかの方法にて、是非とも
議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

■ 当日ご出席いただけない場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
出くださいますようお願い申し上げます。
株主総会当日は、資源節約のため、この
「招集ご通知」をお持ちくださいますよう
お願い申し上げます。

■ 郵送によるご行使
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表
示いただき、行使期限までに到着する
ようご返送ください。

■ インターネットによるご行使
当社の指定する議決権行使ウェブサイトにアクセスしていた
だき、行使期限までに賛否をご送信ください。

▲

詳細は4頁～5頁をご覧ください。

議決権行使ウェブサイト▶https://www.web54.net

招集ご通知

議決権行使書

2020年6月19日（金曜日）午前10時開催
（受付開始は午前9時を予定しております。）

2020年6月18日（木曜日）午後6時必着

2020年6月18日（木曜日）午後6時まで

株主総会日時

行使期限

行使期限

議決権行使書

こちらを切り取ってこちらを切り取って
ご返送くださいご返送ください

スマートフォンでの議決権行使はQRコードを読み取る
方法をご利用ください
議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく
議決権行使サイトにアクセスすることができます。▲

次頁に詳しくご紹介しています

― 3 ―

2020年05月19日 13時50分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



「スマート行使」による議決権行使について

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン用
議決権行使ウェブサイトログインQRコード」をス
マートフォンかタブレット端末で読み取ります。

表示されたURLを開くと議決権行使ウェブサイト画面が開きます。議決権
行使方法は２つあります。

画面の案内に従って各議案の賛否
をご入力ください。

確認画面で問題なければ「この内容で
行使する」ボタンを押して行使完了！

❶スマートフォン用議決権行使ウェブサイトへアクセスする

❷ 議決権行使ウェブサイトを開く

❸ 各議案について
個別に指示する

❹すべての会社提案議案に
ついて「賛成」する

※QRコードは、株式
会社デンソーウェー
ブの登録商標です。

一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、再度QRコードを読み取り、同封の議決権行
使書用紙に記載の「議決権行使コード」「パスワード」をご入力いただく必要があります（パソコンか
ら、議決権行使ウェブサイト https://www.web54.net へ直接アクセスして行使いただくことも可
能です）。

❸

❹
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■ インターネットによる議決権行使について

パソコン・スマートフォン
によるアクセス手順

インターネットによる議決権行使は、当社の指定する議決権行使ウェブサイト
（https://www.web54.net）にてご利用いただけます。
なお、インターネットによる議決権行使には、議決権行使書用紙の裏面に記載の「議

決権行使コード」と「パスワード」が必要になります。

議決権行使サイト▶

https://www.web54.net

バーコード読取機能付の携帯電話を利用して上
記の「QRコード」を読み取り、議決権行使サイ
トに接続することも可能です。
※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。
※セキュリティ確保のため、システム上の制約がございます。詳
細につきましては、下記のお問い合わせ先にご照会ください｡

■ インターネット（スマート行使含む）により議決権を行使された場合は、議決権行使書用紙を
ご返送いただいた場合でも、インターネット（スマート行使含む）によるご登録の内容を有効
な議決権行使として取り扱わせていただきます。

■ インターネット（スマート行使含む）によって、議決権を複数回行使された場合は、最後に行
われたご登録の内容を有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

■ 議決権行使サイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金及び通信事業者への通信料金
等は、株主さまのご負担となります。

■ パソコン又はスマートフォンによる議決権行使は、インターネット利用環境によっては行えな
い場合もございますので、ご了承ください。また、携帯電話による議決権行使は、携帯電話の
機種等によっては行えない場合もございますので、ご了承ください。

スマート行使・インターネットによる議決権行使についての注意事項

三井住友信託銀行株式会社 証券代行ウェブサポート

（受付時間 9：00～21：00）
ふ0120-652-031

システム等に関するお問い合わせ

以降は画面の入力案内に従って
賛否をご入力ください。

●❶ WEBサイトへアクセス

●❷ ログインする

●❸ パスワードの入力
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 取締役(監査等委員であるものを除く。)３名選任の件

取締役(監査等委員であるものを除く。)全員(３名)は、本総会の終結の時をもっ
て任期満了となります。つきましては、取締役(監査等委員であるものを除く。)
３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役(監査等委員であるものを除く。)の候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏名
(生年月日)

略歴、重要な兼職の状況、
当社における地位及び担当

候補者の有する
当社の株式数

１ 速
は や み
水 浩

こ う じ
二

(1967年１月９日生)

1995年６月 当社取締役

2,611,974株
(2020年３月末)

1996年４月 当社代表取締役社長(現任)
(重要な兼職の状況)
SEインベストメント株式会社
代表取締役社長

２ 佐
さ さ き
々木 幹

み き お
夫

(1959年10月28日生)

1994年６月 当社取締役コミュニケーションデザイ
ン局長

647,348株
(2020年３月末)

1997年４月 当社取締役出版局長
1999年６月 当社取締役副社長(現任)

(重要な兼職の状況)
株式会社翔泳社代表取締役社長
株式会社翔泳社アカデミー
代表取締役社長

３ 篠
し の ざ き
﨑 晃

こ う い ち
一

(1955年２月24日生)

1989年５月 当社取締役
758,048株

(2020年３月末)
1993年４月 当社取締役副社長(現任)

(重要な兼職の状況)
株式会社SEデザイン代表取締役社長

(注) 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役全員(３名)は、本総会の終結の時をもって任期満了と
なります。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたした
いと存じます。本議案については、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役の候補者は次のとおりであります。
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候補者
番 号

氏名
(生年月日)

略歴、重要な兼職の状況、
当社における地位及び担当

候補者の有する
当社の株式数

１ 佐
さ た
多 俊

しゅんいち
一

(1969年８月２日生)

1999年６月 当社取締役管理部長

11,235株
(2020年３月末)

2000年４月 当社取締役ソフトウェアソリューション局長
2002年９月 当社退社
2006年６月 当社取締役
2018年６月 当社取締役(監査等委員)(現任)

(重要な兼職の状況)
株式会社コンポーネントソース代表取締役社長

２ 飯
い い づ か
塚 孝

た か の り
徳

(1966年６月１日生)

1996年３月 原田・尾崎・服部法律事務所(現尾崎
法律事務所)入所 42,035株

(2020年３月末)1998年６月 当社監査役
2009年４月 飯塚総合法律事務所入所(現任)
2018年６月 当社取締役(監査等委員)(現任)

３ 廣
ひろおか みのる
岡 穣

(1971年７月８日生)

1997年10月 中央監査法人(中央青山監査法人、み
すず監査法人に名称変更の後、2007
年７月解散)入所

10,735株
(2020年３月末)

2001年５月 公認会計士登録
2007年８月 新日本監査法人(現EY新日本有限責任

監査法人)入所
2009年１月 廣岡公認会計士事務所を開業し代表に

就任(現任)
2015年１月 株式会社廣岡事務所を開業し代表取締

役に就任(現任)
2018年６月 当社取締役(監査等委員)(現任)

(重要な兼職の状況)
廣岡公認会計士事務所代表
株式会社廣岡事務所代表取締役
株式会社オロ非常勤監査役
株式会社アグリメディア非常勤監査役
CONNEXX SYSTEMS株式会社非常勤監査役
株式会社アイ・オー・エス非常勤監査役
株式会社デイドリーム非常勤監査役
株式会社フードコネクション非常勤監査役
株式会社Veritas In Silico非常勤監査役

(注) １．各監査等委員である取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．飯塚孝徳氏及び廣岡穣氏は、社外取締役候補者であります。
３．(1)飯塚孝徳氏につきましては、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与

した経験はありませんが、長年にわたる弁護士としての職歴を通じて、専門的な知見と
豊富な経験を有しており、法律の専門家として中立的及び客観的な立場で取締役会の意
思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できることから、監査等委員である社外取締
役としての選任をお願いするものであります。

(2)廣岡穣氏につきましては、公認会計士及び税理士としての豊富な経験と専門的知識を有
しており、主に財務及び会計並びに税務に関する的確な提言と、独立した立場から取締
役の職務の執行を監査・監督していただくことにより、当社取締役会の機能強化が期待
されるため、監査等委員である社外取締役としての選任をお願いするものであります。

４．当社は、飯塚孝徳氏及び廣岡穣氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引
所に届け出ており、原案どおり選任された場合、引き続き独立役員となる予定であります。

５．飯塚孝徳氏及び廣岡穣氏の当社監査等委員である社外取締役就任期間は本総会終結の時を
もって２年となります。

以 上
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(添付書類)
事 業 報 告

(2019年４月１日から2020年３月31日まで)

1. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果並びに対処すべき課題
①事業の状況
当連結会計年度におけるわが国経済は、第３四半期連結累計期間中は、内需が
底堅く推移し概ね緩やかな回復基調で推移してまいりましたが、第４四半期連結
会計期間に入り、原油価格の下落や新型コロナウイルス感染症の世界的規模での
拡大などから急激に景気が冷え込みました。
このような環境の中、当社グループにおいては、①新規収益基盤の創出、②将
来に向けた事業会社各社の成長基盤構築・整備、③赤字事業会社の再建、及び④
事業会社経営人材の拡充と育成の４点を期初に重点課題として掲げてこれらの課
題に積極的に取り組んでまいりました。こうした取り組みの結果、当連結会計年
度の連結売上高6,038百万円(前期比11.0％増)、連結営業利益450百万円(前期比
11.6％増)、連結経常利益442百万円(前期比18.7％増)、親会社株主に帰属する当
期純利益206百万円(前期比19.0％減)となりました。
セグメント別の経営成績は以下のとおりです。
出版事業におきましては、書籍の店頭及びオンライン販売、Webメディア・イ
ベント、及び電子書籍などの主要事業が、前連結会計年度に引き続き好調さを維
持・拡大し、第４四半期連結会計期間においてもコロナウイルス感染症の影響を
最小限に抑えることが出来、売上高3,722百万円(前期比12.5％増)、セグメント
利益(営業利益)692百万円(前期比32.0％増)と増収増益になりました。
コーポレートサービス事業におきましては、経営人材の育成や組織再編などの

施策により新規先からの売上などが増加したことから、売上高901百万円(前期比
25.6％増)、セグメント利益(営業利益)66百万円(前期比169.1％増)と大幅増収増
益になりました。
ソフトウェア・ネットワーク事業におきましては、複数の新規事業立ち上げの
ための先行投資負担などにより、売上高731百万円(前期比11.0％減)、セグメン
ト損失(営業損失)105百万円(前期はセグメント利益13百万円)となりましたが、
第３四半期連結会計期間中に不採算事業の整理を行い、第４四半期連結会計期間
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には業績回復基調に転じております。
教育・人材事業におきましては、IT人材研修事業及び医療・介護関連人材紹介

事業が期を通じて概ね好調に推移したことから、売上高566百万円(前期比15.1％
増)、セグメント利益(営業利益)72百万円(前期比40.1％増)と増収増益になりまし
た。
投資運用事業におきましては、有価証券投資運用額増加に伴う利息・配当金収
入増加があったものの、第４四半期連結会計期間において、新型コロナウイルス
感染症拡大による市場の大幅下落により、営業投資有価証券株式評価損失を計上
したことなどから、売上高116百万円(前期比16.2％増)、セグメント利益(営業利
益)11百万円(前期比80.9％減)となりました。
当連結会計年度のセグメント別の業績については以下のとおりです。

②セグメント別売上高
(単位：百万円、％)

区 分
前連結会計年度 当連結会計年度 前期比増減(△)
金額 構成比 金額 構成比 金額 増減(△)率

出版事業 3,309 60.8 3,722 61.7 413 12.5
コーポレートサービス事業 717 13.2 901 14.9 183 25.6
ソフトウェア・ネットワーク事業 821 15.1 731 12.1 △90 △11.0
教育・人材事業 492 9.1 566 9.4 74 15.1
投資運用事業 100 1.8 116 1.9 16 16.2

合 計 5,441 100.0 6,038 100.0 597 11.0
(注) 上記①及び②の金額には消費税等は含まれておりません。

③対処すべき課題
中長期にわたる一層の成長のために、将来に向けた事業会社各社の成長基盤構

築・整備、新規収益基盤の創出、事業会社経営人材の拡充と育成、及び外的環境
要因に耐性のある事業基盤整備を重点課題として取り組む所存であります。
また、法令遵守や信頼性のある財務報告に関しても引続き真摯に取り組んでま
いります。
株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解とご支援を賜りますよう
お願い申し上げます。

(2) 設備投資等の状況
特記すべき事項はありません。
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(3) 資金調達の状況
①当社は資金の機動的かつ安定的な調達を目的として、株式会社りそな銀行との
間で200百万円の相対型コミットメントライン契約を締結しております。
当連結会計年度末において当該契約に基づく借入実行残高はありません。
②連結子会社である株式会社翔泳社は、2019年８月26日に株式会社翔泳社第29
回無担保社債100百万円、期間５年(期日一括償還)、2019年９月10日に株式
会社翔泳社第30回無担保社債150百万円、期間５年(定時償還)をそれぞれ発行
いたしました。

(4) 財産及び損益の状況の推移
期 別

区 分
第 32 期
(2016年度)

第 33 期
(2017年度)

第 34 期
(2018年度)

(当連結会計年度)
第 35 期
(2019年度)

売 上 高 ( 百 万 円 ) 6,477 5,128 5,441 6,038

経 常 利 益 ( 百 万 円 ) 193 412 372 442
親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 84 498 255 206

１株当たり当期純利益(円) 3 21 11 9

純 資 産 ( 百 万 円 ) 4,190 4,648 4,605 4,563

総 資 産 ( 百 万 円 ) 8,607 8,521 8,489 8,539
(注)「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 2018年２月16日)等を第

34期の期首から適用しており、第33期については遡及処理後の数値を記載しております。

(5) 主要な事業内容(2020年３月31日現在)
事業部門 事業内容

出版事業

コンピュータ関連書籍の発行・販売、コンピュータ関連のカンファレン
ス・教育、コンピュータ関連技術情報のWeb上での提供、一般書籍・海
外翻訳書籍の発行・販売、オンラインショップにおけるソフトウェア・
ハードウェアの販売、電子書籍の販売、電気技術者資格受験者向け教材
の企画・制作・販売、その他コンピュータ関連商品・サービスの販売

コーポレートサービス事業

情報技術(パソコン・ネットワーク・ソフトウェア等)関連企業を対象と
する以下のサービス提供：
製品付随物・同封物の企画・製造請負、製品のマーケティング・販売
促進に関するサービス、ユーザー(主に技術者)のサポートサービス、
企業PR/IRのサポートサービス

ソフトウェア・ネット
ワーク事業

Webサービス企画・開発・運営、ソーシャルゲーム・スマートフォンア
プリ開発、アミューズメント施設の運営

教育・人材事業 医療・介護業界関連転職支援・求人サイト運営、IT人材教育・研修

投資運用事業 有価証券投資、不動産賃貸
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 翔 泳 社 50百万円 100.0％ 出 版 事 業

株式会社翔泳社アカデミー 10百万円 100.0％
(100.0％) 出 版 事 業

SE モ バイル・アンド・
オ ン ラ イ ン 株 式 会 社 75百万円 100.0％ ソフトウェア・ネットワーク事業

株 式 会 社 SE デ ザ イ ン 30百万円 100.0％ コーポレートサービス事業

株式会社ゲームグース 20百万円 100.0％ ソフトウェア・ネットワーク事業

株 式 会 社 SE プ ラ ス 17百万円 100.0％ 教 育 ・ 人 材 事 業

SEインベストメント株式会社 247百万円 100.0％ 投 資 運 用 事 業
(注) １．( )内は間接所有割合を内数で示しております。

２．当社の議決権比率は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

③ 重要な関連会社の状況
該当事項はありません。

④ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

(7) 主要な事業所(2020年３月31日現在)
当社及び上記「重要な子会社の状況」で記載しました子会社の内、株式会社翔
泳社、ＳＥモバイル・アンド・オンライン株式会社、株式会社ＳＥデザイン、株
式会社ゲームグース及びＳＥインベストメント株式会社の本社所在地は、東京都
新宿区であります。
上記「重要な子会社の状況」で記載しました子会社の内、株式会社ＳＥプラス

の本社所在地は東京都千代田区、株式会社翔泳社アカデミーの本社所在地は大阪
府大阪市であります。
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(8) 従業員の状況(2020年３月31日現在)
会 社 名 従 業 員 数

SEホールディングス・アンド・インキュベーションズ株式会社 ７名
株式会社翔泳社 129名
SEモバイル・アンド・オンライン株式会社 34名
株式会社SEデザイン 31名
株式会社ゲームグース ５名
株式会社SEプラス 44名
株式会社翔泳社アカデミー ６名
SEインベストメント株式会社 ０名

合 計 256名
(注) 上記従業員数には、取締役及び臨時従業員は含んでおりません。
　
(9) 主要な借入先(2020年３月31日現在)

借 入 先 借 入 額
百万円

Bank of Singapore Limited 553
株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 250
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 250
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 140
株 式 会 社 り そ な 銀 行 125

(注) 2020年３月31日現在の借入残高が、１億円超の金融機関を記載しております。
　
2. 会社の株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 74,000,000株
(2) 発行済株式の総数 22,528,800株

(自己株式 955,426株を除く。)
(3) 株 主 数 5,418名
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(4) 大株主及びその持株数
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

速 水 浩 二 2,611,974 11.59

篠 﨑 晃 一 758,048 3.36

株 式 会 社 り そ な 銀 行 740,000 3.28

上 田 八 木 短 資 株 式 会 社 673,600 2.98
佐 々 木 幹 夫 647,348 2.87
鬼 頭 正 彦 570,000 2.53
三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 554,400 2.46
株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 541,900 2.40
中 野 孝 一 505,700 2.24
長 谷 川 聡 394,549 1.75

　

(注) 当社は、自己株式955,426株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、
持株比率は自己株式を控除して計算し、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

(5) その他株式に関する重要な事項
当社は、2019年６月25日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬

として自己株式の処分を行いました。この処分により自己株式は214,675株減少
いたしました。この結果、2020年３月31日現在において当社が保有する自己株
式は955,426株となっております。

3. 会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当社役員が保有している新株予約権等の状況
該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に使用人等に交付した新株予約権等の状況
該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項(2020年３月31日現在)
特に記載すべき事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
(1) 取締役の氏名等
会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長 速 水 浩 二 SE イ ン ベ ス ト メ ン ト 株 式 会 社 代 表 取 締 役 社 長
取 締 役 副 社 長 佐々木 幹 夫 株式会社翔泳社代表取締役社長、株式会社翔泳社アカデミー代表取締役社長
取 締 役 副 社 長 篠 﨑 晃 一 株式会社SEデザイン代表取締役社長
取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 佐 多 俊 一 株式会社コンポーネントソース代表取締役社長

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 飯 塚 孝 徳 弁護士

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 廣 岡 穣

廣岡公認会計士事務所代表、株式会社廣岡事務所代表取締
役、株式会社オロ非常勤監査役、株式会社アグリメディア
非常勤監査役、CONNEXX SYSTEMS株式会社非常勤監査
役、株式会社アイ・オー・エス非常勤監査役、株式会社デ
イドリーム非常勤監査役、株式会社フードコネクション非
常勤監査役、株式会社Veritas In Silico非常勤監査役

(注) １．取締役（監査等委員）飯塚孝徳氏及び廣岡穣氏は社外取締役であります。
２．当社は、監査等委員会の職務を補助する部署として、内部監査機能を有する経営企画部経

営企画課が、重要会議への出席等を通じて情報収集を行うほか、内部統制システムを通じ
た組織的監査を実施することにより監査の実効性を確保していることから、常勤の監査等
委員を選定しておりません。

３．取締役（監査等委員）飯塚孝徳氏及び廣岡穣氏は、東京証券取引所における有価証券上場
規程に定める独立役員として同取引所に届け出ております。

４．取締役（監査等委員）廣岡穣氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び
会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

　

(2) 取締役の報酬等の額

役員区分 報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬 賞与 退職慰労金 株式報酬

取締役
(監査等委員及び社外取締役を除く。) 78 64 1 3 9 3

監査等委員
(社外取締役を除く。) 2 1 ― ― 0 1

社外取締役(監査等委員) 3 2 ― 0 0 2

(注) 当事業年度末現在の人員は、取締役(監査等委員を除く。)３名、取締役(監査等委員)３名(うち、
社外取締役２名)であります。
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(3) 社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係
該当事項はありません。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況
区分 氏 名 取締役会及び監査等委員会への出席状況及び発言内容

取 締 役
(監査等委員) 飯 塚 孝 徳

当事業年度開催の取締役会には、20回中20回出席
し、主に弁護士としての専門的見地から報告事項や
決議事項について適宜質問をするとともに、必要に
応じて社外の立場から意見を述べております。また、
当事業年度開催の監査等委員会には、４回中４回出
席し、主に弁護士としての専門的見地から、適宜発
言を行っております。

取 締 役
(監査等委員) 廣 岡 穣

当事業年度開催の取締役会には、20回中20回出席
し、主に公認会計士・税理士としての専門的見地か
ら報告事項や決議事項について適宜質問をするとと
もに、必要に応じて社外の立場から意見を述べてお
ります。また、当事業年度開催の監査等委員会には、
４回中４回出席し、主に公認会計士・税理士として
の専門的見地から、適宜発言を行っております。

― 15 ―

2020年05月19日 13時50分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



5. 会計監査人の状況
(1) 名称
EY新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額
①当事業年度に係る報酬等の額 30百万円
②当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

30百万円
　(注) １．監査等委員会は、会計監査人の報酬の前提となっている監査計画の方針・内容、見積りの算

出根拠等を確認し、当該内容について社内関係部署から必要な報告を受け、検証した結果、
当社の会計監査を実施するうえでいずれも妥当なものであると判断したため、会計監査人の
報酬等の額について会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監査
の報酬等の額を含めて記載しております。

(3) 非監査業務の内容
当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非
監査業務）を委託しておりません。

(4) 解任または不再任の決定の方針
会社法第340条第１項各号に定める事由の該当することなどにより計算関係書
類の監査に重大な支障が生じることが合理的に予想されるときは、監査等委員全
員の同意をもって会計監査人を解任いたします。
また、会計監査人の職務遂行体制、監査能力、専門性等が当社にとって不十分

であると判断したとき、又は会計監査人を交代することにより当社にとってより
適切な監査体制の整備が可能であると判断したときは、監査等委員会は、会計監
査人の不再任に関する議案を株主総会に提出いたします。
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6．会社の体制及び方針
(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他業務の適正を確保するための体制

(ⅰ)取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱は、当社文書管理規程及びそれ

に関連する細則・マニュアルに従い適切に保存及び管理(廃棄を含む。)の運用
を実施し、必要に応じて運用状況の検証、規程等の見直し等を行います。

(ⅱ)損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社は、経営企画部に内部監査機能を設け、内部監査により法令または定

款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行為が発見された場合
には、その内容及びそれがもたらす損失の程度等について担当部署等に報告し
改善策を講じる体制を構築します。
②当社は、社内のネットワークコンピュータ上を流通する情報やコンピュー

タ及びネットワーク等の情報システム、いわゆる「情報資産」の重要性を強く
認識し、「情報セキュリティポリシー」等必要な規程を制定し、情報セキュリテ
ィ委員会が中心となって情報セキュリティマネジメントを遂行します。
③当社は、当社が取り扱う個人情報保護の重要性を認識し、個人情報適正管

理のため「個人情報保護マニュアル」等必要な規程を制定し、代表取締役社長を
統括責任者とする個人情報管理体制を構築します。
④当社は、有事の際の事業継続計画を策定し、従業員に対して教育・訓練を

実施します。
⑤当社は、経営企画部をリスク管理所管部として、当社及びグループ全体の

リスクの抽出、分析及び評価、当社及びグループ各社が実施するリスク防止策
の把握、並びに当社及びグループ全体の経営リスクのモニタリングを行います。

(ⅲ)取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
①経営計画のマネジメントについては、毎年策定される年度計画に基づき各

業務執行ラインにおいて目標達成のために活動することとします。また、経営
目標が当初の予定通りに進捗しているか、取締役会やグループ会社連絡会等の
会議において業務報告を通じて月次でチェックを行います。
②業務執行のマネジメントについては、関係法令または取締役会規程上の付

議基準に該当する事項については、すべて取締役会に付議することを遵守し、
その際には経営判断の原則に基づき事前に議題に関する十分な資料が全役員に
配布される体制をとるものとします。
③日常の職務遂行に際しては、職務分掌・権限規程、稟議規程等に基づき権

限の委譲が行われ、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行する
こととします。
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(ⅳ)取締役、使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制
①全従業員に法令・定款の遵守を徹底するため、コンプライアンス全体を統
括する組織としてコンプライアンス委員会を設置します。又、従業員の行動基
準としてコンプライアンス規程、内部通報制度規程及び関連細則を作成します。
②従業員が法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告義務の受け皿

として、業務執行上の通常の報告ルートとは別の内部通報制度を設置します。
当社は、当該内部通報者が不利益を被らないように保護規定を設けます。
③万一コンプライアンスに抵触する事態が発生した場合には、その内容・対

策案がコンプライアンス委員会から代表取締役社長、取締役会、監査等委員会
に報告される体制を構築します。
④社会の秩序や安全、企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力との関

係は、法令等違反に繋がるものと認識し、その取引は毅然とした姿勢で断固拒
絶し反社会的勢力による被害の防止に努めます。
⑤当社及びその子会社は金融商品取引法等の関係法令・会計基準等の定めに

従い、健全な内部統制環境の保持に努め、財務報告において不正・誤謬が発生
するリスクを管理し、予防及びモニタリングを効果的に機能させることで、財
務報告の信頼性と適正性を確保します。
⑥当社は、監査等委員会を設置するとともに、複数の社外取締役を選任し、

取締役の職務の執行について法令及び定款に適合することを監視します。
(v)当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す
るための体制
①当社と関係会社とが相互に密接な連携のもとに経営を円滑に遂行し、当社

グループが一体となって事業の発展を図ることを目的として、関係会社管理規
程を制定します。
②当社は、当社子会社各社にコンプライアンス担当者を置き、当社コンプラ

イアンス委員会がグループ全体のコンプライアンスを統括・推進する体制とし
ます。又、内部通報制度対象者の範囲を、子会社各社に拡大します。
③当社は、当社と関係会社間における不適切な取引又は会計処理を防止する

ため、当社会計監査人や顧問税理士等と十分な情報交換を行います。
(vi)監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項

①監査等委員会の職務を補助すべき部署は、内部監査機能を有する経営企画
部経営企画課とします。
②補助内容については、監査等委員会の意見を十分考慮した上で決定します。

(vii)監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役(監査等委員であるものを除
く。)からの独立性に関する事項

― 18 ―

2020年05月19日 13時50分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



①監査等委員会の職務を補助すべき従業員の任命・異動等人事及び報酬等の
決定にあたっては、監査等委員会との事前協議を要することとします。
②監査等委員会の職務を補助すべき従業員は、監査等委員会の補助業務に関

しては、監査等委員会の指揮命令に従い、取締役(監査等委員であるものを除
く。)の指揮命令に服さないものとします。

(viii)当社の取締役(監査等委員であるものを除く。)及び使用人並びに子会社の取締
役、監査役、使用人及びこれらの者から報告を受けた者が監査等委員会に報告
するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制
①当社の取締役(監査等委員であるものを除く。)及び従業員は、職務の執行

に関する法令違反、定款違反又は不正行為の事実、もしくは当社又は子会社に
著しい損害を及ぼすおそれがある事実等を発見したときには、監査等委員会に
報告するものとします。
②当社子会社の取締役、監査役、従業員及びこれらの者から報告を受けた者

は、職務の執行に関する法令違反、定款違反又は不正行為の事実、もしくは当
社又は子会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実等を発見したときには、
当社コンプライアンス委員を通じて監査等委員会に報告するものとします。
③前二項の報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として、いか

なる不利益な取扱いもしてはならないものとします。
④当社の取締役(監査等委員であるものを除く。)及び従業員は、監査等委員

会の定めるところに従い、監査等委員会の要請に応じて必要な報告及び情報提
供を行うこととします。
⑤取締役(監査等委員であるものを除く。)は、担当職務の執行状況及び経営

に必要な社内外の重要事項について取締役会等の重要会議において報告を行い、
監査等委員は、当該会議体に出席し、職務の遂行に関する報告を受けることが
できるものとします。

(ix)その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査等委員会は会計監査人との間で定期的に会合を持ち、主に会計監査結

果についての報告を受け、監査における連携を図っていく体制を構築します。
②監査等委員会は当社内部監査部門との間で定期的に会合を持ち、主に当社

グループにおける内部監査、コンプライアンス、リスク管理等についての現状
報告を受け、監査における連携を図っていく体制を構築します。
③当社は、監査等委員である取締役がその職務の執行について費用の前払い

等を請求したときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債
務が当該監査等委員である取締役の職務の執行に必要でないことが明らかな場
合を除き、所定の手続きにより当該費用又は債務を処理します。
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【反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況】
当社グループは、上記(ⅳ)④に記載しました通り、反社会的勢力排除に向け

た基本方針を掲げております。反社会的勢力排除に向けた整備状況は、下記の
とおりです。
a．当社グループのコンプライアンスマニュアルの行動基準に「反社会的勢
力との関係断絶」という項目を設けており、従業員向けコンプライアン
ス研修等を通じて、その周知徹底を図っております。

b．当社グループでは、法令違反、不正行為などの早期発見を図り、コンプ
ライアンス経営の強化に資するための内部通報制度をグループ全体に導
入しておりますが、この制度も反社会的勢力との関係排除のための役割
を担っております。

c．反社会的勢力からの不当要求等への対応については、外部の専門機関
(リスク管理コンサルタント、弁護士、警察署等)との連携により実施す
る体制を整えており、今後もその充実に努めてまいります。

(2) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、2018年６月22日付で監査等委員会設置会社に移行し、取締役会の

監視・監督機能の強化、権限の委譲による迅速な意思決定ならびに業務執行に
よる経営の公正性、透明性及び効率性の向上など、コーポレート・ガバナンス
体制の強化を図っております。
当事業年度における、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況
の概要は、以下のとおりであります。
当社取締役会は、取締役(監査等委員であるものを除く。)３名及び取締役(監

査等委員)３名で構成し、定例取締役会を12回開催した他、必要に応じて臨時
取締役会も随時開催し、取締役の職務執行を監督いたしました。
子会社については、関係会社管理規程に基づいてその重要な事項を当社取締

役会で審議すると共に、当社及びグループ各社を構成メンバーとするグループ
会社連絡会及びグループ会社管理セクション連絡会を月次で定期開催し、子会
社の適正な業務運営及び当社による実効性のある管理の実現に努めました。
当社及びグループ各社の内部統制システム全般については、その整備・運用

状況を当社経営企画部はじめ担当部署がモニタリングし、その維持・改善・更
新等を図りました。
コンプライアンスについては、従業員を対象としたコンプライアンス研修会

及び個人情報保護研修会をグループ各社単位で開催し、法令及び定款を遵守す
るための取組みを継続的に行っております。また、内部通報規程により内部通
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報窓口を設けており、グループ各社にも解放することでコンプライアンスの実
効性向上に努めております。
リスク管理体制については、各部及びグループ各社から報告されたリスクの

レビューをとりまとめて取締役会において当該リスクの管理状況を報告いたし
ました。また、情報システムの安定稼働を確保するため、情報セキュリティー
ポリシーに則り当社及びグループ各社を構成メンバーとする情報セキュリティ
委員会を２回開催し、システムセキュリティ対策等を審議、実行いたしました。
内部監査については、担当部署である当社経営企画部が、取締役会の承認を

受けた内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の遵守状況について、グルー
プ会社を含む被監査会社・部署を対象とする監査を実施し、その結果及び改善
状況を代表取締役及び被監査会社社長に報告いたしました。
各監査等委員は、取締役会に出席すると共に、執行役員その他使用人との対

話を通じてコンプライアンスに抵触する可能性のある事案等のモニタリングを
行い、４回開催された監査等委員会全てに出席して会計監査人及び内部監査部
署と相互連携を図り、取締役会の意思決定の過程並びに取締役及び使用人の職
務の執行状況について監査・監督いたしました。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針
(ⅰ)基本方針の内容の概要

当社の株主のあり方は、市場における自由な取引を通じて決せられるもので
あり、当社の支配権の移転を伴う買付提案がなされた場合にこれに応じるべき
か否かの判断も、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考え
ます。
しかしながら、当社株式の大量取得行為や買付提案の中には、その目的等か

ら見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に
株式売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株
式の大量買付等の行為について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を
提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示
した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とするもの
等、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上を毀損するおそれをもたら
すものも想定されます。当社は、このような行為・提案を行う者は、例外的に
当社の財務及び事業の方針を支配する者として不適切であると考えており、こ
のような行為に対しては、当社取締役会が原則として何らかの対抗措置を講じ
ることを基本方針とします。

(ⅱ)基本方針の実現に資する特別な取組みの概要
当社グループは、1985年の創業以来、IT技術情報の発信・提供、インターネ

ット＆モバイルサービスの提供、IT関連企業マーケティング支援、IT技術を活
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用した店舗展開及びIT技術者向け教育と人材関連サービスの５つを戦略的投資
分野と位置付けて事業展開し、情報産業市場(IT市場)の成長に積極的に寄与する
ことで、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に努めてまいりました。
また、市場を活性化し、新たなプレーヤーの参加を喚起するため、IT関連事

業者のインキュベーションを積極的に行いながら、自らの事業価値を最大化す
るためのグループ形成にも取り組み、2006年10月から当社を中心とした純粋
持株会社体制に移行しております。
当社グループは、長期にわたる社会への貢献と自らの発展を実現させるため、

「本当に正しいことに取り組み続けていくこと」を基本的な価値観としていま
す。事業活動を通じたIT技術・サービスへの貢献による社会的寄与、業績向上
への努力による資本市場への寄与、納税や雇用の創出による社会基盤への寄与
などの社会的価値・企業価値を永続的に実現できる企業集団を目指しておりま
す。
このように、当社は創業以来築き上げてきた企業価値の源泉を有効に活用し

つつ、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させるための施策に取り
組んでおります。

(ⅲ)基本方針に照らして不適切な者によって支配されることを防止するための取組
み(買収防衛策)の概要
当社は、2018年６月22日開催の当社定時株主総会における決議により、当
社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し向上させることを目的として
2007年６月22日に導入し、2009年６月19日、2012年６月22日、及び2018
年６月22日に所要の変更を行った「当社株式の大量取得行為に関する対応策
(買収防衛策)」を継続しております(以下、継続後の対応策を「本プラン」とい
います。)。
本プランにおいては、当社の株券を20％以上取得しようとする買付者が出現

した場合、当該買付者に対して、買付に関する情報(以下、「買付説明書」とい
います。)の提供を求めており、当社取締役会による当該買付説明書の評価期間
(60日間又は90日間)が経過するまでは、当該買付者は、買付は出来ないことと
定めております。当社取締役会は、当該買付者が本プランに定める手続を遵守
した場合には、原則として対抗措置(注)を発動しませんが、当該手続を遵守し
なかった場合には、当社監査等委員のうち社外取締役全員の賛同を条件に、対
抗措置を発動することとしております。

(注) 当該買付者による権利行使を認めない行使条件及び当該買付者以外から当社株式と引換えに取
得する旨の取得条件が付された新株予約権を、全ての株主に無償割当します。

(ⅳ)本プランの合理性
当社取締役会は、以下の理由から、本プランが基本方針に沿い、当社の企業

価値・株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社役員の地位の維持を
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目的とするものではないと判断しております。
①買収防衛策に関する指針の要件及び尊重義務を完全に充足していること
本プランは、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価

値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定め
る三原則(企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思
の原則、必要性・相当性の原則)を完全に充足しています。また、本プランは、
企業価値研究会が2008年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえ
た買収防衛策の在り方」その他近時の買収防衛策に関する議論等を踏まえた内
容となっております。さらに、本プランは、株式会社東京証券取引所の「企業
行動規範」に定めがある買収防衛策の導入に係る遵守事項(開示の十分性、透明
性、流通市場への影響、株主の権利の尊重)を完全に充足しています。
②株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること
本プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じる

べきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示する
ために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行う
こと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確
保し、向上させるという目的をもって継続導入されるものです。
③株主意思を重視するものであること
当社は、2018年６月22日開催の定時株主総会における株主の皆様のご承認
の下に継続導入しております。また、本プランの有効期間は３年間とするいわ
ゆるサンセット条項が付されており、かつその有効期限の満了前であっても、
株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プラン
はその時点で廃止されることになり、その意味で、本プランの存続の適否には、
株主の皆様のご意向が反映されることとなっております。
④合理的な客観的発動要件の設定
本プランは、予め定められた合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなけれ

ば発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防
止するための仕組みを確保しているものといえます。
⑤デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと
本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によ

り廃止することができるものとされており、当社の株券等を大量に買い付けた
者が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成される取締役会に
より、本プランを廃止することが可能です。
従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の過半数

を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策)ではありません。
また、当社取締役(監査等委員であるものを除く。)の任期は１年であり、監

査等委員である取締役の任期は２年でありますが、当社は期差任期制を採用し
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ていないため、本プランはスローハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の交替
を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収
防衛策)でもありません。

(4)剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、長期的な視野に立ち、企業体質の強化を図りながら安定的配当を実
施していくことを基本方針としております。当社の剰余金の配当は、期末配当
の１回を基本的な方針としております。当社は会社法第459条の規定に基づき、
株主総会の決議によらず取締役会の決議によって剰余金の配当を行う旨を定款
に定めております。
内部留保資金につきましては、現在の各事業内における基盤拡大のための安

定的且つ効率的な投資のために役立てる所存であります。
自己株式の取得・処分につきましては、経済情勢の変化に対応した機動的な

経営を遂行できるようにするために行うものであります。
当期の期末配当につきましては、上記の基本方針及び今後の事業展開や内部
留保の状況等を総合的に勘案し、１株につき１円40銭とさせて頂きます。

(本事業報告中の記載数字は、金額については表示単位未満を切り捨て、比率その他に
ついては、特段の注記がある場合を除いて四捨五入しております。)
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連 結 貸 借 対 照 表
(2020年３月31日現在)

(単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)
流 動 資 産 6,287 流 動 負 債 2,772
現 金 及 び 預 金 2,432 買 掛 金 384
受取手形及び売掛金 1,374 1 年内償還予定社債 310
営 業 投 資 有 価 証 券 1,669 短 期 借 入 金 1,263
商 品 及 び 製 品 596 未 払 法 人 税 等 52
仕 掛 品 108 賞 与 引 当 金 90
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 8 返 品 調 整 引 当 金 95
そ の 他 102 そ の 他 574
貸 倒 引 当 金 △3 固 定 負 債 1,203

固 定 資 産 2,251 社 債 465
有 形 固 定 資 産 1,534 長 期 借 入 金 255
建 物 及 び 構 築 物 411 役員退職慰労引当金 90
土 地 1,089 退職給付に係る負債 367
そ の 他 33 資 産 除 去 債 務 1
無 形 固 定 資 産 21 再評価に係る繰延税金負債 7
そ の 他 21 そ の 他 16

投資その他の資産 694 負 債 合 計 3,975
投 資 有 価 証 券 187 (純 資 産 の 部)
敷 金 ・ 保 証 金 70 株 主 資 本 4,733
繰 延 税 金 資 産 316 資 本 金 1,534
そ の 他 135 資 本 剰 余 金 1,761
貸 倒 引 当 金 △14 利 益 剰 余 金 1,645

自 己 株 式 △207
その他の包括利益累計額 △170
その他有価証券評価差額金 △187
土地再評価差額金 16
純 資 産 合 計 4,563

資 産 合 計 8,539 負債及び純資産合計 8,539
(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
　

(2019年４月１日から2020年３月31日まで)
(単位：百万円)

科 目 金 額
売 上 高 6,038
売 上 原 価 3,298
売 上 総 利 益 2,739
返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額 8
差 引 売 上 総 利 益 2,747
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,297
営 業 利 益 450
営 業 外 収 益
受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 0
為 替 差 益 9
古 紙 売 却 収 入 1
償 却 債 権 取 立 益 6
そ の 他 5 24
営 業 外 費 用
支 払 利 息 13
社 債 発 行 費 7
支 払 保 証 料 3
支 払 負 担 金 7 32
経 常 利 益 442
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 0
投 資 有 価 証 券 売 却 益 22 23
特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 0
固 定 資 産 除 却 損 0
投 資 有 価 証 券 評 価 損 9
減 損 損 失 50 60
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 405
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 120
法 人 税 等 調 整 額 77 198
当 期 純 利 益 206
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 206

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
(2019年４月１日から2020年３月31日まで)

(単位：百万円)
　

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,534 1,768 1,469 △253 4,518
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △31 △31
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 206 206

自己株式の処分 △7 46 39
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― △7 175 46 215
当 期 末 残 高 1,534 1,761 1,645 △207 4,733

(単位：百万円)
　

その他の包括利益累計額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金 土地再評価差額金

当 期 首 残 高 70 16 4,605
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △31
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 206

自己株式の処分 39
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △257 △257

当 期 変 動 額 合 計 △257 ― △41
当 期 末 残 高 △187 16 4,563

　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

2020年５月25日
SEホールディングス・アンド・
インキュベーションズ株式会社
取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 本 多 茂 幸 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 佐 藤 武 男 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、SEホールディングス・アンド・インキュ

ベーションズ株式会社の2019年4月1日から2020年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、SEホールディングス・アンド・インキュベーションズ株式会社及び連結子会社か
らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
連結計算書類に対する経営者並びに監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。
以 上
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連結計算書類に係る監査等委員会の監査報告書 謄本

2020年５月26日
ＳＥホールディングス・アンド・
インキュベーションズ株式会社
代表取締役社長 速水 浩二 殿

ＳＥホールディングス・アンド・
インキュベーションズ株式会社 監査等委員会

監査等委員会
委員長 佐多 俊一 ㊞

監査等委員 飯塚 孝徳 ㊞
監査等委員 廣岡 穣 ㊞

連結計算書類に係る監査報告書

当監査等委員会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第35期事業
年度に係る連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表)について監査いたしました。その方法及び結果につき以下
のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、その定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結計算

書類について取締役等から報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
さらに、会計監査人が独自の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管
理基準」(2005年10月28日企業会計審議会)に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を受けました。

2. 監査の結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

(注) 監査等委員飯塚孝徳及び廣岡穣は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定す
る社外取締役であります。

以上

― 30 ―

2020年05月19日 13時50分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



貸 借 対 照 表
(2020年３月31日現在)

(単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)
流 動 資 産 1,913 流 動 負 債 291
現 金 及 び 預 金 869 短 期 借 入 金 160
短 期 貸 付 金 875 １年以内償還予定社債 20
未 収 入 金 126 未 払 金 75
そ の 他 40 未 払 法 人 税 等 12

固 定 資 産 2,805 未 払 費 用 4
有 形 固 定 資 産 1,475 預 り 金 2
建 物 381 そ の 他 16
構 築 物 0 固 定 負 債 405
工 具 器 具 備 品 4 社 債 10
土 地 1,089 長 期 借 入 金 165
無 形 固 定 資 産 6 退 職 給 付 引 当 金 17
ソ フ ト ウ ェ ア 2 役員退職慰労引当金 90
電 話 加 入 権 3 預 り 保 証 金 115
投資その他の資産 1,323 再評価に係る繰延税金負債 7
投 資 有 価 証 券 187 負 債 合 計 696
関 係 会 社 株 式 848 (純 資 産 の 部)
繰 延 税 金 資 産 180 株 主 資 本 4,008
保 険 積 立 金 110 資 本 金 1,534
そ の 他 13 資 本 剰 余 金 1,846
貸 倒 引 当 金 △16 資 本 準 備 金 131

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,715
利 益 剰 余 金 834
利 益 準 備 金 55
そ の 他 利 益 剰 余 金 778
繰 越 利 益 剰 余 金 778

自 己 株 式 △207
評価・換算差額等 13
その他有価証券評価差額金 △2
土地再評価差額金 16
純 資 産 合 計 4,021

資 産 合 計 4,718 負債及び純資産合計 4,718
(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
(2019年４月１日から2020年３月31日まで)

(単位：百万円)
科 目 金 額

売 上 高 579
売 上 原 価 31
売 上 総 利 益 548
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 311
営 業 利 益 236
営 業 外 収 益
受 取 利 息 7
受 取 配 当 金 0
償 却 債 権 取 立 益 5
そ の 他 0 13
営 業 外 費 用
支 払 利 息 3
社 債 利 息 0
支 払 保 証 料 0
支 払 負 担 金 7
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 0
そ の 他 0 13
経 常 利 益 237
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 22 22
特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 9
子 会 社 株 式 評 価 損 148 158
税 引 前 当 期 純 利 益 102
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 △7
法 人 税 等 調 整 額 22
当 期 純 利 益 86

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
(2019年４月１日から2020年３月31日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金

当 期 首 残 高 1,534 131 1,722

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

利益準備金の積立

自己株式の処分 △7
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △7

当 期 末 残 高 1,534 131 1,715

(単位：百万円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 52 726 △253 3,912

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △31 △31

当 期 純 利 益 86 86

利益準備金の積立 3 △3 ―

自 己 株 式 の 処 分 46 39
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 3 52 46 95

当 期 末 残 高 55 778 △207 4,008
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(単位：百万円)

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金

当 期 首 残 高 29 16 3,959

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △31

当 期 純 利 益 86

利益準備金の積立 ―

自 己 株 式 の 処 分 39
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △32 △32

当 期 変 動 額 合 計 △32 ― 62

当 期 末 残 高 △2 16 4,021

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

2020年５月25日
SEホールディングス・アンド・
インキュベーションズ株式会社
取 締 役 会 御 中

EY新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 本 多 茂 幸 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 佐 藤 武 男 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、SEホールディングス・アンド・イ

ンキュベーションズ株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの第35期事業年度の計
算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附
属明細書(以下「計算書類等」という。)について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
計算書類等に対する経営者並びに監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上

― 36 ―

2020年05月19日 13時50分 $FOLDER; 36ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



監査等委員会の監査報告書 謄本
2020年5月26日

ＳＥホールディングス・アンド・
インキュベーションズ株式会社
代表取締役社長 速水 浩二 殿

ＳＥホールディングス・アンド・
インキュベーションズ株式会社 監査等委員会

監査等委員会
委員長 佐多 俊一 ㊞
監査等委員 飯塚 孝徳 ㊞
監査等委員 廣岡 穣 ㊞

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2019年4月1日から2020年3月31日までの第35期事業年度の取締役の職務

の執行に関して監査いたしました。その方法及び結果につき以下の通り報告いたします。
1. 監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役
会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)の状況につい
て取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応
じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び
財産の状況を調査しました。
②事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各
取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について
検討を加えました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基
準」(2005年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要
に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書について検討
いたしました。

2. 監査の結果
　 (1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実
は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。
④事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関
する基本方針は相当であると認めます。事業報告に記載されている会社法施行規則第
118条第３号ロの各取組みは当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益
を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではない
と認めます。

　 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(注) 監査等委員飯塚孝徳及び廣岡穣は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外
取締役であります。

以上
以 上
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〈メ モ 欄〉
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株主総会会場ご案内図
　 会場：東京都新宿区西新宿二丁目７番２号
　 ハイアット リージェンシー 東京 白鳳の間
　 電話 (03)3348-1234(代表)
　

●交通機関
●新宿駅(西口)より徒歩約９分
●地下鉄丸ノ内線西新宿駅より徒歩約４分
●地下鉄大江戸線都庁前駅に直結
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